













































1993年 6 月 地方分権の推進に関する決議（衆議院・参議院）
1994年 2 月 今後における行政改革の推進方策について（閣議決定）
12月 地方分権の推進に関する大綱方針（閣議決定）
1995年 5 月 地方分権推進法 成立
7 月 地方分権推進委員会 発足
1998年 5 月 第1次 地方分権推進計画（閣議決定）
11月 第2次 地方分権推進計画（閣議決定）
1999年 7 月 地方分権一括法 成立
2000年 4 月 地方分権一括法 施行
5 月 改正地方分権推進法 成立







































































































団体数 割合 団体数 割合
地方税 1486 81.9% 329 18.1%
普通交付税 226 12.5% 1482 81.7%




















2007年 4 月 地方分権改革推進法 施行
地方分権改革推進委員会 発足
5 月 地方分権改革推進本部 設置
2009年11月 地域主権戦略会議の設置について（閣議決定）
12月 地方分権改革推進計画（閣議決定）
2010年 6 月 地域主権戦略大綱（閣議決定）
12月 アクション・プラン ～出先機関の原則廃止に向けて～（閣議決定）




2013年 3 月 地方分権改革推進本部の設置について（閣議決定）
6 月 第3次一括法※ 成立
2014年 5 月 第4次一括法※ 成立






































3 Ibid. at 52
4 総 務 省 ホ ー ム ペ ー ジ「 国 と 地 方 の 税 財 源 配 分 の 見 直 し 」（http://www.soumu.go.jp/main_
content/000353861.pdf，2015年12月5日アクセス）
5 総務省ホームページ「市町村別決算状況調」各年度版（http://www.soumu.go.jp/iken/kessan_jokyo_2.
html）より筆者作成。
6 総務省ホームページ「「三位一体の改革」の成果」（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/
czaisei/czaisei_seido/pdf/060207_f.pdf，2015年12月5日アクセス）
7 市島宗典（2010年）「「三位一体の改革」前後における市町村財政の変容－歳入の視点から－」『日本
地域政策研究』第8号，p19。
8 内閣府ホームページ「地方分権アーカイブ」（http://www.cao.go.jp/bunken-suishin/archive/archive-
index.html，2015年12月5日アクセス）より筆者作成。
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9 総務省ホームページ「市町村別決算状況調」各年度版（http://www.soumu.go.jp/iken/kessan_jokyo_2.
html）より筆者作成。
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